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要対応技術情報：回路の故障が２次火災又は設備の損傷を 

誘発させる可能性に関する調査結果 

 

令和６年１月２５日  
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１．はじめに 

火災防護に関しては、日本では、火災の影響により安全機能が喪失することのない

よう、火災防護基準において、系統分離等の対策を求めているが、第 12 回技術情報

検討会1において、米国の Information Notice（IN2014-10）「回路の故障が２次火災

又は設備の損傷を誘発させる可能性」に関する調査内容が報告された。その際、米国

原子力規制委員会(NRC)が「直流電流計回路を含む解析要件に関して、未解析の状態

が存在する可能性」があるとしたこと等を踏まえ、更に高度なレベルで火災による回

路故障（短絡・地絡・断線・２次火災等による機能喪失）の影響を確認する要否を検

討することとなり「回路の故障が 2 次火災又は設備の損傷を誘発させる可能性」が、

要対応技術情報と分類され、将来的な火災影響評価ガイドへの反映要否を含めた検討

が開始された2。令和 3年 6月には、NRA技術ノート「米国における火災時安全停止回

路解析の調査」（以下「NRA技術ノート（米国審査編）」という。）を発行し、安全停止

回路解析の概要、関連する NRCの規制活動とともにいくつかの事業者事象報告書（LER）

を紹介した。LER には、NRC が実施する 3 年ごとの火災防護検査等において発見、指

摘された具体的な課題（潜在的課題含む）が含まれていることから、技術基盤課で調

査を行い、第 51回技術情報検討会において、「火災時安全停止回路解析に関わる米国

事業者事象報告書の調査」として結果を報告した。 

その後、以下の具体的実施項目について、調査を行うこととし3、このうち、④につ

いては、第 59回技術情報検討会において報告した。 

① 米国火災防護規制の最近の動向の調査 

② 国内事業者と情報共有、事業者の対応状況について意見聴取 

③ 関連する NRCの審査及び検査制度についての文献調査 

④ 火災防護関連の検査について、NRCへ検査官等を派遣し情報収集 

今般、残りの実施項目について調査を行ったことから、①～④について調査結果を

とりまとめた。また、今後の対応についてもあわせて報告する。 

 

 
1 平成 27 年 1 月 19 日 
2  「我が国では、系統分離の徹底を求めているため、火災影響による炉停止機能及び崩壊熱除去機能の喪失の可

能性は非常に低いと思われる。しかし、更に高度なレベルで火災による回路故障の影響を確認することについ

て、その要否を含めて検討することとし、本件は、要対応技術情報とする。」とされた。 
3 第 52 回技術情報検討会 
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２．調査の結果概要 

２．１ 米国火災防護規制の最近の動向の調査 

米国の火災防護規制の概要を図１に示す。規制要件「火災発生時における原子炉

安全停止の達成・維持」4に対して、火災の発生防止、火災の感知・消火及び火災の

影響軽減を行う。なお、火災の影響軽減は、決定論に基づく審査では系統分離対策

を要求し、確率論に基づく審査では回路レベルでの安全停止解析による安全性裏付

けとして CDF5及び LERF6の受容基準を満足することを要求している。米国規制要求

の概要は、令和 3年 6月に公表した上記 NRA 技術ノート（米国審査編）において公

表した。その後、米国の規制要求及びガイド等について追加調査を行ったが、要求

事項の改定等の変化はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

図１ 米国の火災防護規制の概要 

２．２ 国内事業者と情報共有、事業者の対応状況について意見聴取 

米国において 2014 年に Information Notice（IN2014-10）が発行され、日本にお

いて第 12 回技術情報検討会で報告された後、国内事業者はこれを検討し、取組を

行っていることから、原子力エネルギー協議会（ATENA）及び電力中央研究所 原子

 
4 Code of Federal Regulation Title 10 “Energy”, Part50 “Domestic licensing of production and 

utilization facilities” 48 “Fire protection” 
5 Core Damage Frequency: 炉心損傷頻度 
6 Large Early Release Frequency: 早期大規模放出頻度 
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力リスク情報センター（NRRC）から、面談においてその内容を聴取した7。ATENA及

び NRRCの説明の概要は以下のとおり。 

（１）火災時安全停止回路解析に係る検討状況8（参考１） 

第 51 回技術情報検討会で公表された、米国の火災時安全停止回路解析に関連

する 32 件の LER 情報に対して、事業者としては自主的安全性向上の取り組みと

して、 

・短期対応として、LER情報分析による現状把握 

・中長期的対応として、火災 PRA、回路解析手法検討 

について実施していく方針である。 

なお、新規制基準に適合しているプラントは、火災時に安全停止に必要な機器

に対して、系統分離対策を実施しているため、火災時の安全停止機能は確保され

ていると考える。 

（２）火災時安全停止回路解析に係る検討のうち LER 情報分析結果9（参考２） 

短期対応として、LER 情報分析による現状把握を事業者が行った結果、LER 情

報を次の 3つの観点から分析し、いずれもスクリーニングアウト可能と結論づけ

た。 

・ ヒューマンエラーや設計管理の不備 

・ 直流電流計回路へのヒューズ等の設置 

・ 系統分離対策 

ここで、２点目の直流電流計回路へのヒューズ等の設置については、平成 27年

に原子力安全推進協会（JANSI）から、運転経験に基づく重要度文書「重要度-Ⅱ
10：火災時の直流電流計回路損傷による 2 次的火災または機器損傷への対応」を

発行し、事業者に対し直流電流計回路へのヒューズ設置等を提言した。各事業者

においてヒューズの追加設置等の対応計画済。 

（３）「重要度-Ⅱ：火災時の直流電流計回路損傷による 2次的火災または機器損傷

への対応」の対応状況 

事業者の対応状況（廃止措置中プラントは除く。）は、以下のとおり11。 

【PWR】 

 泊発電所１，２号機：2024年度末までに完了予定 

 泊発電所３号機、玄海原子力発電所３，４号機、川内原子力発電所１，２

号機、敦賀発電所２号機：過電流保護回路設置対策済 

 
7 令和 4年 11 月 18 日及び令和 5 年 7 月 6 日 
8 令和 4年 11 月 18 日面談資料 
9 令和 5年 7月 6 日面談資料 
10 平成 27 年 5 月 11 日に、運転経験に基づく重要度文書のうち、重要度-Ⅱの文書として発行した。重要度-Ⅱと

は、原子力の安全性、信頼性に重要な影響を及ぼす事象あるいはその可能性がある事象であり、運転経験に基づく

重要度文書では上から 2 番目のランクに相当する。 
11 令和 6年 1月 18 日面談資料 
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 上記以外：対策が必要となる直流電流計回路が設置されていないため対策

不要 

【BWR】 

 全プラント：対策が必要となる直流電流計回路が設置されていないため対

策不要 

【日本原燃】 

 対策が必要となる直流電流計回路が設置されていないため対策不要 

（４）まとめと評価 

上記（１）及び（２）のとおり、ATENA 及び NRRCは火災時安全停止回路解析に

係る取組として、「直流電流計回路へのヒューズ等の設置」を実施中であり、ま

た、中長期的取組として火災 PRA、回路解析手法検討を行うとしている。以上よ

り、事業者側において対策を進めていることを確認した。 

２．３ 関連する NRC の審査及び検査制度についての文献調査 

NRC の審査制度については、上記「２．１ 米国火災防護規制の最近の動向の調

査」のとおり。 

NRC の検査制度については、回路解析を中心に文献調査を実施し、令和 5 年 5 月

に NRA技術ノート「米国における火災防護検査に関する調査（電気関係）」（以下「NRA

技術ノート（米国検査編）」という。）を公表した。NRA 技術ノート（米国検査編）

の概要及び米国の審査及び検査の調査結果のまとめを以下に示す。 

２．３．１ NRA 技術ノート（米国検査編）の概要 

（１）米国の火災防護検査の概要 

NRC の火災防護検査の文書は、火災防護に係る巡回検査、事業者の自衛消防隊

の訓練に係る検査、検査官活動内容等の検査手順が記載された文書12（以下「火

災防護検査手順書」という。）と、その下位文書として、計画及び実施の詳細手順

が記載された附属書で構成される。これらは、2011～2020年の間、決定論に基づ

く規制を行うプラント向けの３年ごとの検査のための附属書13（以下「３年ごと

検査附属書（決定論）」という。）、確率論に基づく規制を行うプラント向けの３年

ごとの検査のための附属書14（以下「３年ごと検査附属書（確率論）」という。）、

ウォークダウン、検査及び事業者の自衛消防隊の訓練に対する立会い等を四半期

／１年ごとに確認する附属書15（以下「四半期／１年ごと検査附属書」という。）

の 3種類に整理されている。 

具体の検査項目は、表１のとおり整理されている。 

 
12 Inspection Procedure 71111.05 “Fire Protection”ただし、2011 年 4 月までは、確率論についても記載さ

れていた 
13 Inspection Procedure 71111.05T “Fire Protection (Triennial)”  
14 Inspection Procedure 71111.05XT “NFPA 805 (Triennial)“ 
15 Inspection Procedure 71111.05AQ “Fire Protection Annual/Quarterly” 
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表 1 米国における検査項目 

a 安全停止機能の防護 b 火災区域/区画の耐火性 

c 感知・消火性 d 消火活動、消火設備作動による安全

停止機能への影響評価 

e 火災時の代替停止能力 f 回路解析 

g 通信の健全性 h 非常用照明の健全性 

i 低温停止機器の修理機能 j 劣化した火災防護設備や安全停止に

必要な深層防護の健全性 

k火災防護計画の変更に対する評価  

 

なお、2020年からは、火災防護を含む検査活動全般の削減、効率化、優先順位

の見直し等を目的に、従来の火災防護検査手順書に四半期／１年ごと検査附属書

を統合し、３年ごと検査附属書（決定論）と３年ごと検査附属書（確率論）を統

合して新しい手順書16（以下「火災防護チーム検査手順書」という。）とした（表

２参照）。 

 

 

表２ 火災防護に係る検査実施手順書の変遷及び日米比較 

米国 日本 

～２０１１年４月 ～２０２０年１月 ～現在 
２０２０年４月～現

在 

火災防護検査手順書 
火災防護検査手

順書 

― 

四半期/1年ごと検査附属書 
BE 0020（四半期/1年

ごと火災防護検査） 

３年ごと検査附属書

（決定論・確率論＊） 

３年ごと検査附属書 

（決定論） 火災防護チーム 

検査手順書 

BE 0021（3年ごと火

災防護検査） 

３年ごと検査附属書 

（確率論） 
― 

＊確率論へ移行期間中のもの 

 

原子力規制委員会の火災防護に係る基本検査運用ガイドと NRC の火災防護検

査手順書との関係は次のとおりである。 

・ 「BE0020火災防護」（四半期検査と年次検査）：四半期／１年ごと検査附属書を

参考に作成されている。 

・ 「BE0021 火災防護 （３年）」（３年ごと火災防護検査）：３年ごと検査附属書

（決定論）を参考に作成されている。 

（２）火災防護検査における「回路解析」の位置づけ 

火災防護チーム検査手順書は、３年ごと検査附属書（決定論）の内容を包含し

 
16 Inspection Procedure 71111.21N.05 “Fire Protection Team Inspection (FPTI)” 
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ているものの簡素化されているため、決定論に基づく規制を行うプラントについ

て、詳細な記載のある３年ごと検査附属書（決定論）を使用して回路解析の位置

づけを確認した。 

３年ごと検査附属書（決定論）において、回路解析は、検査要件の一部17とし

て位置づけられ、「潜在的な発火源」となる電気機器及び「安全停止状態の達成・

維持」の確認に必要な制御系などの電気関係の健全性や電気ケーブルの敷設状態

を考慮すること等の要点が記載されている。 

（３） ３年ごと検査附属書（決定論）で求める「回路解析」の概要 

３年ごと検査附属書（決定論）では、「02.02 f.項 回路解析」の要点として次

の３点が記載されている。 

①「原子炉の安全停止に影響を及ぼす可能性のある回路」のブレーカー及びヒ

ューズ（以下「SSD用ブレーカー及びヒューズ」という。）の配置及び設定（容

量等）が適正であり、冗長化又は代替の安全停止系あるいは機器の電源を保

護できることを確認すること18。 

②断線、短絡、地絡及びホットショート19により原子炉の安全停止に影響を及

ぼす可能性がある回路においては、10CFR50 附則 R, III.G.2 項20の防護が

施されていることを確認すること。 

③原子炉の安全停止に重要ではあるが成功パスは構成しておらず、10CFR50 附

則 R, III.G.2 項が適用されないケーブルに対しては、ケーブルの故障モー

ドの影響を解析し、安全停止能力に影響を及ぼさないことを以下により確認

すること21。 

✓ ケーブル損傷モードを確認する 

✓ 次のいずれかであることを確認する 

(1) 想定される範囲で当該ケーブルにより炉心損傷に至る火災シナリ

オが存在しない 

(2)（想定される火災シナリオがある場合、）原子炉の安全停止機能を確

保するために実行可能かつ信頼性の高い手動操作を用意している 

(3)（想定される火災シナリオがある場合、）回路故障解析を実行し、原

子炉の安全停止機能に潜在的な影響が存在しない 

（４）まとめ 

火災防護規制に関連する NRC の検査制度についての文献調査を行い、NRA 技術

 
17 Fire Protection Inspection Requirements（火災防護検査の要件）ｆ項 
18 「ブレーカー及びヒューズの配置及び設定（容量等）がプラント設計図書の記載と相違ないことを確認するこ

と。」という意味。 
19 同じ又は異なるケーブルの導線同士が互いに接触し、他方の回路に印加電圧又は印可電流を生じさせる状態。 
20 日本の「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」における、火災の影響軽減として実

施する系統分離対策（2.3.1（2））で示された対策と同等な内容。 
21 ここでは、事業者が実施した回路解析の評価結果や信頼できる手動操作、「火災モデリング」を用いたシナリオ

分析等が主な確認内容である。 
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ノート（米国検査編）にまとめ、決定論に基づく規制を行うプラントについては、

回路解析の検査として、「電気的な隔離に関する検査（SSD用ブレーカー及びヒュ

ーズの検査）」「系統分離検査」「系統分離対策が適用されないケーブルの回路レ

ベルでの回路解析」を行っていることを確認した。なお、確率論に基づく規制を

行うプラントについては、回路解析の検査として、原子炉の安全停止が確実にな

されるよう「回路レベルでの回路解析」を行っていることを確認した。 

２．３．２ 米国の審査及び検査に関する調査結果のまとめ 

（１）火災防護に関する決定論を使用するプラントについての回路解析の全体像 

米国の審査及び検査に関する調査結果を基に、火災防護に関する決定論を使

用するプラントについての回路解析全体像を表３のとおり整理した。 

これまでの調査結果から、本件に係る具体的な課題として、米国で提示され

たものは、次の A、Bの 2点である。 

A： 回路の隔離不足が 2次火災又は設備の損傷を誘発させる可能性 

B： 決定論的火災防護プログラムと直流電流計回路を含む解析に関して、未

解析の状態が存在する可能性 

 

表３ 米国の決定論プラントにおける回路解析（Circuit Analyses）に係る 

規制要件/技術指針と検査事項の関係（概要） 

 規制要件/技術指針 検査事項 

電
気
的
隔
離 

○ 懸念される回路の遮断装置 (SSD用ブ

レーカー又はヒューズ) に関連する回

路故障により、電源の喪失を引き起こ

す前に、当該故障電流を遮断すること。

（10CFR50 附則 A GDC23 (Protection 

system failure modes）、RG1.189 （5.4 

Alternative and Dedicated Shutdown 

Capability）) 

○SSD 用ブレーカー及びヒューズの配置

及び設定（容量等）が適正であり、冗長

化又は代替の安全停止系あるいは機器

の電源を保護できることを確認するこ

と。 

物
理
的
隔
離 

○ホットショート、開回路もしくは地絡

によって、高温停止状態に到達・維持す

るのに必要な多重系列システムの動作を

妨げたり、誤動作させる可能性のある複

数のケーブル／機器（関連非安全系回路

含む）が、格納容器外の同一火災区画に

ある場合は、少なくとも 1 系列が火災損

傷を受けないように、３時間耐火壁によ

る隔離、水平距離 20ft+感知+自動消火、

１時間耐火壁による隔離+感知+自動消火

の手段を最低一つ備えること。（10CFR50

附則 R（III.G.2）） 

○断線、短絡、地絡及びホットショートに

より原子炉の安全停止に影響を及ぼす

可能性がある回路においては、10CFR50

附則 R, III.G.2 項の防護が施されてい

ることを確認すること。 

 

物
理
的
隔
離
が
で
き

な
い
場
合 

○ 72 時間にわたって安全に温態停止状

態にとどまることができない原子炉設

計については、冷温停止状態を実現し

て、必要な期間その状態を保つことが

○原子炉の安全停止に重要ではあるが成

功パスは構成しておらず、10CFR50 附則

R, III.G.2 項が適用されないケーブル

に対しては、ケーブルの故障モードの影
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できるきることを解析により実証する

こと。（10CFR50 附則 R（III.G.3）、

RG1.189 （ 5.3 5. Safe-Shutdown 

Capability） 

○ 火災をモデル化して、サクセス・パス

の一部ではない安全停止にとって重要

な機器が防護されていることを実証し

てもよい。火災をモデル化する場合に

は、認可取得者の火災防護プログラム

及び認可条件に基づいて行うこと。（適

用除外申請で認められたもの、RG1.189

（5.3.1.4 Fire Modeling）） 

響を解析し、安全停止能力に影響を及ぼ

さないことを確認すること。 

 

※ 「電気的隔離」及び「物理的隔離」、又は「電気的隔離」及び「物理的隔離ができない

場合」を満たす必要がある。 

（２）回路の隔離不足が 2次火災又は設備の損傷を誘発させる可能性（課題 A） 

 「回路の隔離」とは、検査における回路解析において、表３右側欄のとお

り、電気的な隔離と物理的な隔離の両面を指している。理論上、回路の故障が

発生した際に、どちらかの隔離が不十分であった場合、2 次火災又は設備の損

傷を誘発させる可能性があると、指摘されたものである。 

このうち、電気的な隔離については、回路上の SSD用ブレーカー及びヒュー

ズが正常に作動すれば、故障電流の遮断によって 2次火災及び設備の損傷を防

ぐことができるため、米国においては、SSD 用ブレーカー及びヒューズの検査

を行い、適切なブレーカー及びヒューズが装着されていることを、審査／検査

の双方で確認している。 

（３）決定論的火災防護プログラムと「直流電流計回路を含む解析に関して、未

解析の状態が存在する可能性」（課題 B） 

米国の決定論的火災防護プログラムでは、規制要求どおりの適切な系統分離

対策ができない「安全停止に重要な機器の安全停止機能」の部分について、代

替/専用停止設備の設置や特定区画の適用除外等により、回路故障解析を含む

火災モデルによる評価による証明が認められている（表３の「物理的隔離がで

きない場合」）。火災モデルによる評価とは、必要な構築物、系統及び機器が、

火災による回路故障から防護されることにより、安全停止が達成・維持される

ことを定量的又は定性的に裏付けるために行うものである。 

米国では、火災モデルによる評価の一部として実施する回路故障解析には、

SSD 用ブレーカー及びヒューズがない（又は正常に作動しない）場合について

考慮されていない。しかし、実際には、検査の際に直流電流計回路にヒューズ

の不備が見つかったことから、ヒューズの不備を前提とした解析が実施されて

いないことを「未解析の状態」であると指摘し、「直流電流計回路を含む解析要

件に関して、未解析の状態が存在する可能性」が課題として提示されたもので

ある。 

物
理
的
隔
離
が
で
き
な
い
場
合
（
続
き
） 



9 

 

日本の規制要求では物理的に系統分離対策を求め、このような回路故障解析

を使用した評価による証明を想定していないため、課題として考慮する必要は

ないといえる。 

（４）まとめと評価 

調査から、「回路の隔離不足が 2次火災又は設備の損傷を誘発させる可能性（課

題 A）」については、電気故障時の過電流事象により発生の可能性がある火災及び

損傷に対する防護対策としての SSD 用ブレーカー及びヒューズの検査が重要で

あることが分かった。 

我が国の実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準では、

「電気系統は、（中略）保護継電器と遮断器の組合せ等により故障回路の早期遮

断を行い、過熱、焼損の防止する設計であること」を求めており、電気的な隔離

に関する検査（SSD 用ブレーカー及びヒューズの検査）を行うことが可能である。 

決定論的火災防護プログラムと「直流電流計回路を含む解析において、未解析

の状態が存在する可能性」（課題 B）については、日本の規制要求からすれば、課

題として考慮する必要はないといえる。 

２．４ 火災防護関連の検査について、NRC へ検査官等を派遣し情報収集 

 2022 年 11 月 25 日から 12 月 17 日までの期間、検査グループの検査官を NRC へ

派遣し、火災防護関連の検査手法として、サンプルの選定、検査方針の決定、各種

火災解析（火災ハザード解析・火災 PRA・火災時安全停止解析）の前提／モデルと

の整合等火災シナリオに基づく検査について調査した。また、このような火災シナ

リオに基づく検査が、系統分離対策を含めた火災防護対策に不備があった場合、安

全機能を有する構築物、系統及び機器に対して、どのような影響を与えるかといっ

た観点からの指摘を行う上で一つの有用な手法であることを確認した。（詳細は、

資料５９－３－１を参照。） 

３．調査を踏まえた電気的な隔離に関する検査の実施可能性調査 

「回路の隔離不足が 2次火災又は設備の損傷を誘発させる可能性（課題 A）」に

ついて、電気的な隔離に関する検査としての SSD用ブレーカー及びヒューズの検

査の実施可能性と有効性を評価するために、プラントにおいて試検査を実施した。

概要は以下のとおりである。 

（１）実施プラントと実施日 

   川内原子力発電所：令和 5年 8月 28日～9月 1日、9月 19日～22日 

   伊方発電所：令和 5年 10月 23日～26 日 

（２）実施方法 

３年ごと検査附属書（決定論）「02.02 f.項 回路解析」に記載された、「SSD用

ブレーカー及びヒューズの配置及び設定（容量等）が適正であり、冗長化又は代
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替の安全停止系あるいは機器の電源を保護できることを確認すること。ブレーカ

ー及びヒューズの配置及び設定がプラント設計図書の記載と相違ないこと」に基

づき、具体的には、次のような試検査を実施した。 

・ 回路図面において、SSD 用ブレーカー及びヒューズが有効に作動すること。

また、SSD用ブレーカー及びヒューズの保全計画（点検計画・周期）、点検方

法等の確認 

・ 現場において、回路図面どおりに、SSD 用ブレーカー、ヒューズが設置され

ていることの確認 

                               

回路図面に関する確認の様子 

 

 

 

                                      

現場確認の様子 
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（３）実施結果 

（ａ）回路図面に関する確認結果 

両プラントとも、回路図面において、SSD 用ブレーカー及びヒューズの設置

に問題がないことが確認できた。 

SSD 用ブレーカー及びヒューズの保全計画（点検計画・周期）は、ブレーカ

ーについては交換計画を定め、点検については、電気盤全体で行う計画になっ

ていることを確認した。ヒューズについては、交換計画はないものの、点検に

ついては、ブレーカー同様、電気盤全体で行う計画となっていた。点検方法は、

共に、外観点検等により機械的機構の健全性を確認することになっていた。 

また、ブレーカー、ヒューズ共に、交換実績があることを記録により確認し

た。 

（ｂ）現場確認の結果 

両プラントとも、回路図面に基づき、必要な SSD用ブレーカー及びヒューズ

が設置されていることを確認できた。 

（４）まとめと評価 

今回、３年ごと検査附属書（決定論）「02.02 f.項 回路解析」に基づく、電気

的な隔離に関する検査としての SSD 用ブレーカー及びヒューズの試検査を実施

し、原子力規制検査として実施可能であることを確認した。 

これらのブレーカー及びヒューズは、適切に保全されていることを確認できれ

ば、設置される電気盤が更新されない限り、3 年ごとの火災防護検査で必ずしも

行う必要はないものと考えられる。一方で、これらのブレーカー及びヒューズの

検査は、ブレーカー及びヒューズが設置された電気盤そのものを更新した際、又

は、系統分離対策の不備を指摘する際に、関連機器の電気的な健全性を確認する

際には有効であると考えられる。 

今後、3 年ごとの火災防護検査の中で SSD 用ブレーカー及びヒューズの検査も

取り扱うこととし、設備更新等の状況に応じて実施する。 

 

４．まとめと今後の対応 

日本においては、原子炉の高温停止及び低温停止に係る安全機能を有する構築物、

系統及び機器は、系統分離することが規制要件となっており、決定論的に系統分離

することを求めている。米国では、確率論的手法を用いた火災防護が許容されてお

り、これに関連して、第 12回技術情報検討会において「回路故障が 2次火災又は設

備の損傷を誘発させる可能性(Y2015-12-01)」が要対応技術情報となった。 

これまで、長期間にわたり、付随する課題を含め、米国の火災防護に関する審査・

検査の調査を実施してきた。その結果は以下のとおり。 

・ 米国火災防護規制の最近の動向の調査の結果、過去の報告以降に新たに規制
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要求の変更はなかった。 

・ 国内事業者と情報共有、事業者の対応状況について意見聴取の結果、火災時安

全停止回路解析に係る取組として、事業者は「直流電流計回路へのヒューズ等

の設置」を実施中であり、2024 年度までに対策を完了する予定である。また、

ATENA 及び NRRC は中長期的取組として火災 PRA、回路解析手法検討を行うと

している。 

・ 関連する NRC の審査及び検査制度についての文献調査の結果、電気故障時の

過電流事象により発生の可能性がある火災及び損傷に対する防護対策として

の SSD用ブレーカー及びヒューズの検査が重要であることが分かった。 

・ 電気的な隔離に関する検査としての SSD 用ブレーカー及びヒューズの試検査

を実施し、３年ごとの原子力規制検査として実施可能であることを確認した。 

以上により、本報告をもって「回路故障が 2 次火災又は設備の損傷を誘発させる

可能性(Y2015-12-01)」については、現状で十分に対応が可能であり、さらに高度な

レベルで火災による回路故障の影響を確認することは不要であるとして、スクリー

ニングアウトすることとしたい。また、今後も、米国等海外における、火災影響評

価の高度化に関する重要性を示す情報を収集し、必要があれば、関連の検討を行う。 

なお、原子力エネルギー協議会（ATENA）は、中長期対応として火災 PRAにおける

回路解析を検討するとしており、「回路故障モード尤度解析」を 2023 年度までに試

行予定としていることから、今後、聴取し、技術情報検討会に報告する。 

 

 

 

 

参考１ 火災時安全停止回路解析に係る検討状況について（令和 4 年 11月 18日面

談資料） 

参考２ 火災時安全停止回路解析に係る検討のうち LER情報分析結果（令和 5年 7

月 6日面談資料） 
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Control
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2

3

Fire damages the insulation
of both conductors, allowing
the conductors to make contact.

A conduction path is created
that circumvents the control switch.

Power is applied to the contactor
coil.  The coil energizes and closes
the main-line contacts causing the
motor to spuriously start.
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Block
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Coil

Control
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Control PanelMotor Control Center Cubicle

2-Conductor
Field Cable

 

Control 
Transformer Fuse 

1 

2 

3 

Fire damages the jacket and 
insulation of both cables, allowing 
an energized conductor (of proper 
polarity and magnitude) from the 
external cable to make contact with 
the conductor connected to the 
downstream side of the control switch. 

Power is applied to the contactor 
coil.  The coil energizes and closes 
the main-line contacts causing the 
motor to spuriously start. 

Motor 
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Block 
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Contactor 
Coil 

Control 
Switch 

Control Panel Motor Control Center Cubicle 

A complete circuit is created 
independent of the normal power 
supply and control switch. 

External hot short 

7

7

16



（参考２）

17



18



19



20



21



22



23



24


